
○産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の多量排出事業者に関する報告等に係る三段対照 

法律 施行令 施行規則 

（事業者の処理） 

第十二条 第一項～第八項（略） 

９ その事業活動に伴い多量の産業廃棄物を生ずる事業
場を設置している事業者として政令で定めるもの（次
項において「多量排出事業者」という。）は、環境省令
で定める基準に従い、当該事業場に係る産業廃棄物の
減量その他その処理に関する計画を作成し、都道府県
知事に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

１０ 多量排出事業者は、前項の計画の実施の状況につい
て、環境省令で定めるところにより、都道府県知事に報
告しなければならない。  

 

 

１１ 都道府県知事は、第九項の計画及び前項の実施の状
況について、環境省令で定めるところにより、公表する
ものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 環境大臣は、第九項の環境省令を定め、又はこれを
変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の
長に協議しなければならない。 

 

 

（産業廃棄物の多量排出事業者）  

第六条の三  法第十二条第九項 の政令で
定める事業者は、前年度の産業廃棄物の発
生量が千トン以上である事業場を設置し
ている事業者とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（多量排出事業者の産業廃棄物処理計画）  

第八条の四の五  法第十二条第九項 の環境省令で定める基準は、次に
掲げる事項を記載した様式第二号の八による計画書を当該年度の六
月三十日までに提出することとする。  

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二 計画期間  

三 当該事業場において現に行つている事業に関する事項  

四 産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項  

五 産業廃棄物の排出の抑制に関する事項  

六 産業廃棄物の分別に関する事項  

七 自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項  

八 自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項  

九 自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項  

十 産業廃棄物の処理の委託に関する事項  

 

（実施の状況の報告）  

第八条の四の六  法第十二条第十項 の規定による報告は、様式第二号
の九による報告書を翌年度の六月三十日までに提出することにより
行うものとする。  

 

（計画及び実施の状況の公表）→平成 23年 9月 30日まで  

第八条の四の七  法第十二条第十一項 の規定による公表は、同条第九
項の計画の提出又は同条第十項の規定による報告の内容を一年間公
衆の縦覧に供することにより行うものとする。 

  

 →下枠は平成 23年 10月 1日施行 

（計画及び実施の状況の公表） 

 第八条の四の七 法第十二条第十一項の規定による公表は、同条
第九項の計画の提出又は同条第十項の規定による報告を受け
た後、速やかに、インターネットの利用により公表することに
より行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 



（事業者の特別管理産業廃棄物に係る処理） 

第十二条の二 第一項～第九項（略） 

１０ その事業活動に伴い多量の特別管理産業廃棄物を
生ずる事業場を設置している事業者として政令で定め
るもの（次項において「多量排出事業者」という。）は、
環境省令で定める基準に従い、当該事業場に係る特別管
理産業廃棄物の減量その他その処理に関する計画を作
成し、都道府県知事に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 多量排出事業者は、前項の計画の実施の状況につい
て、環境省令で定めるところにより、都道府県知事に報
告しなければならない。  

 

 

１２ 都道府県知事は、第十項の計画及び前項の実施の状
況について、環境省令で定めるところにより、公表する
ものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

１３ 環境大臣は、第十項の環境省令を定め、又はこれを
変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の
長に協議しなければならない。 

 

 

 

 

（特別管理産業廃棄物の多量排出事業者）  

第六条の七 法第十二条の二第十項 の政令
で定める事業者は、前年度の特別管理産業
廃棄物の発生量が五十トン以上である事
業場を設置している事業者とする。 

（多量排出事業者の特別管理産業廃棄物処理計画）  

第八条の十七の二 法第十二条の二第十項 の環境省令で定める基準
は、次に掲げる事項を記載した様式第二号の十三による計画書を当
該年度の六月三十日までに提出することとする。  

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏
名  

二 計画期間  

三 当該事業場において現に行つている事業に関する事項  

四 特別管理産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項  

五 特別管理産業廃棄物の排出の抑制に関する事項  

六 特別管理産業廃棄物の分別に関する事項  

七 自ら行う特別管理産業廃棄物の再生利用に関する事項  

八 自ら行う特別管理産業廃棄物の中間処理に関する事項  

九 自ら行う特別管理産業廃棄物の埋立処分に関する事項  

十 特別管理産業廃棄物の処理の委託に関する事項  

 

（実施の状況の報告）  

第八条の十七の三 法第十二条の二第十一項 の規定による報告は、様
式第二号の十四による報告書を翌年度の六月三十日までに提出する
ことにより行うものとする。  

 

（計画及び実施の状況の公表）→平成 23年 9月 30日まで  

第八条の十七の四 法第十二条の二第十二項 の規定による公表は、同
条第十項 の計画の提出又は同条第十一項 の規定による報告の内容
を一年間公衆の縦覧に供することにより行うものとする。 

 

→下枠は平成 23年 10月 1日施行 

（計画及び実施の状況の公表） 

 第八条の十七の四 法第十二条の二第十二項の規定による公表
は、同条第十項の計画の提出又は同条第十一項の規定による報
告を受けた第後、速やかに、インターネットの利用により公表
することにより行うものとする。 

 

 

 


